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研究要旨 

本研究は、医療保険制度における窓口負担割合の変化が受療行動に与える影響、いわ

ゆる「長瀬効果」について、現代のデータに基づき実証的に再検証するとともに、従来

の長瀬式の妥当性を評価し、現代の受療行動に対応した推定枠組みの構築を目的として

実施したものである。分析では、2022 年 10 月に実施された後期高齢者医療制度における

窓口負担割合の引き上げ（1 割から 2 割）を自然実験と捉え、厚生労働省保険局調査課に

より整備された個票データを用いて検証を行った。具体的には、一方では、都道府県×負
担区分×制度改正前後のセル平均データを用いて、実効給付率と医療利用水準との関係を

表す長瀬式の再推定を行った。分析では、制度改正前後で医療サービス利用の有無にか

かわらず全被保険者を対象とし、分析指標は総診療日数（調剤除く）に限定した。他方

では、回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity Design: RDD）と差の差分析

（Difference-in-Differences: DD）を組み合わせた RDD-DD 分析により、制度改正が受療行

動および医療費に与えた影響を動学的に推定した。 
長瀬式の再推定では、二次関数型長瀬式におけるパラメータ𝑎𝑎が総診療実日数（調剤除

く）で 0.496 と推定され、結果、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496という推定式が得られた。また、11
種類の候補関数を比較した結果、冪混合型が最小赤池情報量基準量（Akaike Information 
Criterion：AIC）を示した。一方で、二次関数型長瀬式についても、従来の長瀬式との比

較可能性および政策的解釈の容易さという観点から有用であることが確認された。 
また、RDD-DD 分析の結果、制度改正直前には医療費の増加、すなわち駆け込み需要

が観察され、制度改正後には医療費の減少が確認された。この減少の主因は受診日数の

減少であり、1 日当たり医療費の変化は限定的であった。また、外来および調剤において

顕著な反応がみられた一方、入院医療における影響は限定的であった。さらに、短期間

の観測ではあるが、死亡率については有意な悪化は確認されなかった。 
以上の結果から、従来の長瀬式は現代の受療行動の下でも一定の妥当性を有すること

が確認された。一方、RDD-DD 分析からは、制度改正に伴う受療行動には駆け込み需要

や制度改正後の順応過程といった動学的調整が存在することが示された。このことか

ら、制度改正時の財政影響試算においては、長瀬式を最新の実証データに基づき継続的
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A．研究目的 
本研究は、医療保険制度における窓口

負担割合の変化が受療行動に与える影

響、いわゆる「長瀬効果」について、現

代のデータに基づき実証的に再検証する

とともに、従来の長瀬式の妥当性を評価

し、現代の受療行動に対応した推定枠組

みの構築を目的とするものである。 
日本では、急速な高齢化の進展に伴い

医療費の増大が見込まれる中、医療保険

制度の持続可能性の確保が重要な政策課

題となっている。このような状況におい

て、窓口負担割合の改定が医療需要に与

える影響を適切に把握することは、制度

改正の財政影響の評価などにおいて極め

て重要である。 

これまで、長瀬効果およびそれを定式

化した長瀬式は、実効給付率と医療費水

準の関係を表す経験則として、制度改正

時の医療費変化の推計に広く用いられて

きた。しかしながら、既存の長瀬式は主

として昭和期から平成初期の制度改正に

基づいて推定されたものであり、医療技

術の進展、疾病構造の変化、および患者

の受療行動の変容といった近年の環境変

化を十分に反映していない可能性があ

る。 
さらに、近年の実証研究においては、

制度改正前後における受診時期の調整

（いわゆる「駆け込み需要」）や、制度

導入後の適応行動といった、時間的調整

を伴う動学的な受療行動が確認されてい

るが、従来の長瀬式はこうした動学的側

面を明示的に考慮していない。 
また、日本における既存研究の多く

は、年齢閾値や所得閾値を用いた因果効

果の識別に重点を置いており、制度改正

に伴う受療行動の時間的推移と、長瀬式

のようなマクロ的関係式の再構築とを統

合的に検討した研究は限られている。 
以上の問題意識を踏まえ、本研究で

は、2022 年 10 月に実施された後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上

げ（1 割から 2 割）を自然実験として利用

し、以下の 2 つの課題に取り組んだ。 

に検証・更新するとともに、制度改正の影響評価においては静学的な平均効果のみでは

なく、動学的調整を考慮した分析枠組みを採用することが重要である。 
本研究は、長瀬式の再推定によるマクロ的な医療利用推計と RDD-DD 分析によるミク

ロレベルの因果推論を接続することにより、長瀬効果および医療需要の価格反応に関す

る理解を統合的に更新し、医療保険制度改革におけるエビデンスに基づく政策形成およ

び財政影響試算の高度化に資する基礎的知見を提供するものである。 

研究分担者 
川村 顕 

早稲田大学 人間科学学術院 
教授 

富 蓉 
  早稲田大学 商学学術院 准教授 
及川 雅斗 
 早稲田大学 教育・総合科学学術院 
 准教授（テニュアトラック） 
研究協力者 
 福重 奏 

早稲田大学 ソーシャル＆ヒューマン・

キャピタル研究所 研究員 
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第 1 に、個人月データを都道府県、負

担区分および制度改正前後のセル平均に

集約し、都道府県ごとの恒常的な地域差

を調整した上で、実効給付率と総診療実

日数（調剤除く）との関係を表す長瀬式

の再推を行った。 
具体的には、制度改正前後で医療サー

ビス利用の有無にかかわらず全被保険者

を対象とし、従来の二次関数型長瀬式を

基礎としつつ、複数の候補関数を比較す

ることにより、現代の受療行動に適合的

な価格反応関数の推定を試みた。 
第 2 に、回帰不連続デザイン

（Regression Discontinuity Design：RDD）

と差の差分析（Difference-in-Differences：
DD）を組み合わせた RDD-DD 分析によ

り、制度改正が医療費および受療行動に

与えた影響を動学的に評価した。具体的

には、制度改正前後の駆け込み需要、制

度導入後の順応過程、受診確率（extensive 
margin）と受診日数（intensive margin）の

違い、さらに診療種別や患者属性による

異質性について検証を行った。 
これにより、本研究は、一方では長瀬

式というマクロ的な推計枠組みの現代的

妥当性を再検討し、他方ではミクロレベ

ルの動学的受療行動を因果推論に基づい

て明らかにすることで、医療需要の価格

反応に関する理解を統合的に更新するこ

とを目指したものである。 
もっとも、本研究は主として 2022 年 

10 月の制度改正を対象とした分析であ

り、今後、他の制度改正や異なる制度環

境における追加的検証を通じて、長瀬式

の妥当性および医療需要の価格反応につ

いて継続的に検証していく必要がある。 

以上を通じて、本研究は、長瀬効果の

現代的妥当性を再検証するとともに、制

度改正に伴う動学的調整やサービス別異

質性を考慮した、より実態に即した政策

評価の枠組みの構築に資する知見を提供

することを目的とする。 
 

B．研究方法 
 本研究では、2022 年 10 月に実施された

後期高齢者医療制度における窓口負担割

合の引き上げ（1 割から 2 割）を自然実験

と捉え、一方では現代の受療行動に対応

した長瀬式の再推定を行い、他方では

RDD-DD 分析により、制度改正が受療行

動および医療費に与える影響を実証的に

評価した。分析は、(1) データ整備、(2) 
長瀬式の再推定、(3) ミクロデータを用い

た因果効果の推定の 3 段階から構成され

る。 
 
B-1. データおよび分析対象 
本研究では、厚生労働省保険局調査課

により収集・整備された「所得課税情報

等に応じた医療費情報」を用いた。本デ

ータは、後期高齢者医療制度の被保険者

を対象とし、所得情報と医療レセプト情

報が個票レベルで結合されたものであ

る。 
分析対象期間は、長瀬式の再推定と

RDD-DD 分析でそれぞれ異なる。長瀬式

の再推定では、制度改正前の駆け込み需

要および制度施行直後の調整過程の影響

を回避するため、制度改正前を 2022 年 1
月から 6 月、制度改正後を 2022 年 11 月

から 2023 年 4 月とした。一方、RDD-DD
分析では、2021 年 11 月から 2023 年 12 月

までの個票パネルデータを用いて、制度
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改正前後の動学的な受療行動の変化を検

証した。 
長瀬式の再推定では、制度改正前後で

医療サービス利用の有無にかかわらず全

被保険者を分析対象とし、分析指標は総

診療実日数（調剤除く）に限定した。ま

た個人月データを都道府県×負担区分×制
度改正前後のセル平均に集約することに

より、都道府県ごとの恒常的な地域差を

調整した。 
RDD-DD 分析では、アウトカムとして

総医療費、外来医療費、入院医療費、歯

科医療費、調剤医療費、受診日数、受診

確率、および 1 日当たり医療費（単価）

を用いた。 
このように、本研究では、長瀬式の再

推定ではセル平均データを用いてマクロ

的な医療費推計の妥当性を検証し、RDD-
DD 分析では個票レベルデータを用いて制

度変更が受療行動に与えた影響を因果推

論により評価することで、両者を相互補

完的に検討した。 
 
B-2. 長瀬式の再推定 

本研究では、2022 年 10 月の制度改正に

伴う窓口負担割合の変化を利用し、実効

給付率と医療利用水準の関係を表す長瀬

式の再推定を行った。 
具体的には、個人月データを都道府県×

負担区分×制度改正前後のセル平均に集約

し、都道府県ごとの恒常的な地域差を調

整した上で、実効給付率と医療利用との

関係を表す関数を推定した。分析では、

制度改正前後で医療サービス利用の有無

にかかわらず全被保険者を対象とし、分

析指標は総診療実日数（調剤除く）に限

定した。 

関数形については、従来の長瀬式との

比較可能性を確保するため、二次関数を

基礎仕様とした。一方で、関数形の仮定

に依存した結果とならないよう、線形、

三次関数、平方根、冪混合型等の複数の

候補関数についても推定を行い、赤池情

報量基準量（Akaike Information Criterion：
AIC）に基づく比較を行った。 

また、制度改正直前の駆け込み需要お

よび制度改正直後の調整過程による影響

を回避するため、制度改正前を 2022 年 1
月から 6 月、制度改正後を 2022 年 11 月

から 2023 年 4 月として分析を行った。 
これにより、従来、経験的推定式とし

て用いられてきた長瀬式について、現代

の受療行動の下でどの程度妥当であるか

を検証するとともに、現代データに基づ

く長瀬式の再推定を行った。 
 

B-3. 因果効果の推定（RDD および DD 分

析）  
窓口負担割合の内生性に対処するた

め、本研究では、所得閾値を利用した回

帰不連続デザイン（Regression 
Discontinuity Design：RDD）を用いた。 
さらに、制度改正前後の時間的変化を

捉えるため、差の差分析（Difference-in-
Differences：DD）を組み合わせた RDD-
DD 分析を採用した。これにより、制度改

正前の予期的行動（駆け込み需要）と制

度改正後の適応行動を動学的に評価し

た。 
また、診療種別（外来・調剤・歯科・

入院）ごとの異質性分析に加え、高額療

養費制度の対象経験を有する者や事前受

診頻度別のサブグループ分析を行うこと
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で、制度的要因と患者属性による反応の

違いについても検証した。 

 

B-4. 分析の位置づけ 

 以上の手法により、本研究は、一方

で、現代の受療行動に対応した長瀬式の

再推定を行い、他方では、制度改正を自

然実験として利用した因果推論により、

窓口負担割合の変更が受療行動および医

療費に与える影響を動学的に把握するこ

とを試みるものである。 

具体的には、長瀬式の再推定は、制度

改正に伴う実効給付率の変化を利用し

て、実効給付率と医療利用との関係を経

験的に要約することを目的としている。

したがって、その結果は現代の受療行動

に基づく経験的な再推定として解釈し、

厳密な因果効果の一点推定として扱うも

のではない。 

一方、RDD-DD 分析は、制度改正が受

療行動に与えた影響を因果効果として識

別することを目的としており、駆け込み

需要、制度導入後の順応過程、診療種別

や患者属性による異質性などを動学的に

評価するものである。 
このように、本研究は、長瀬式の再推定

によるマクロ的な医療利用推計と、RDD-
DD 分析によるミクロレベルの因果推論と

を相互補完的に位置づけることにより、

現代の受療行動に基づく長瀬式の妥当性

と医療需要の価格反応に関する理解を統

合的に更新することを目指している。 

なお、本研究で用いた分析は、長瀬式の

再推定では python、RDD-DD 分析では

Stata 19.0 を用いて実施した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究では、厚生労働省保険局調査課

により収集・整備が行われた「所得課税

情報等に応じた医療費情報」の匿名化さ

れた個票情報を用いるに当たり、早稲田

大学「人を対象とする研究に関する倫理

審査委員会」にて、倫理審査不要の判断

を受けている(承認番号：2022-HN038；承

認日：2022 年 11 月 25 日)。なお、提供さ

れた個票には個人を特定できる情報は含

まれていない。 
 
C．研究結果 
C-1. 長瀬式の再推定結果 

本研究では、実効給付率と医療利用水

準の関係を表す長瀬式の再推定を行っ

た。 
都道府県×負担区分×制度改正前後のセ

ル平均データを用いて推定した結果、制

度改正前後で医療サービスの有無にかか

わらず全被保険者を対象とした分析で

は、二次関数型長瀬式におけるパラメー

タ𝑎𝑎が 0.496 と推定され、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 +
0.496という推定式が得られた。さらに、

線形、三次関数、平方根、冪混合型など

11 種類の候補関数を比較した結果、冪混

合型が AIC を示した。この結果は、現代

の受療行動を表現する上では、従来の二

次関数よりも柔軟な関数形の方が統計的

な適合度において優れている可能性を示

唆している。一方で、二次関数は従来の

長瀬式との比較可能性および政策的解釈

の容易さを有しており、現代データに対

しても一定の説明力を維持していること
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が確認された。以上より、現代の受療行

動を前提とした場合であっても、従来の

長瀬式の妥当性は一定の妥当性を有する

ことが確認された。 
 
C-2. 制度改正が受療行動に与えた影響

（因果推論） 
次に、回帰不連続デザインと差の差分

析を組み合わせた RDD-DD 分析により、

2022 年 10 月の制度改正が受療行動に与え

た影響を動学的に評価した。 
その結果、制度改正直前には約 6％程度

の医療費増加が観察され、駆け込み需要

の存在が確認された。一方、制度改正直

後には約 6％の医療費減少が生じ、その後

も約 3％程度の減少が持続した。 
医療費の分解分析からは、この減少の

主因は受診日数の減少であり、1 日当たり

医療費（単価）の変化は限定的であるこ

とが明らかとなった。また、受診確率に

ついても約 1％程度の低下が確認され、制

度改正が受療行動の広範な側面に影響を

及ぼしていることが示された。 
診療種別別の分析では、外来および調

剤において顕著な駆け込み需要とその後

の需要減少が観察された一方で、歯科で

は影響は限定的であり、入院では統計的

に有意な変化は確認されなかった。 
さらに、死亡率に関する分析では、制

度改正に伴う有意な悪化は確認されず、短

期的な影響は限定的である可能性が示され

た。 
以上の結果から、制度改正に対する医

療需要の反応は、主として利用頻度

（intensive margin）の調整を通じて生じて

おり、医療の質や単価への影響は限定的

であることが示唆された。また、制度改

正直前の駆け込み需要と制度改正後の順

応過程の双方が確認されたことから、医

療需要には異時点間代替を伴う動学的側

面が存在するが示された。 
 
C-3. 医療需要における動学的調整と異質

性 
本研究では、制度改正に伴う医療需要

の時間的変動および異質性についても分

析を行った。 
まず、制度改正直前に観察された駆け

込み需要とその後の需要減少は、医療需

要における異時点間の代替行動の存在を

示すものである。このような動学的調整

は、単一時点の観測に基づく推定では十

分に捉えられない重要な特徴である。 
また、医療需要の価格反応は患者属性

や制度環境によって異なり、事前の医療

利用が高い群では駆け込み需要およびそ

の後の需要減少がより顕著であった。一

方、高額療養費制度の対象経験を有する

者では、窓口負担割合引き上げの影響が

相対的に小さく、制度間の相互作用が受

療行動の調整に重要な役割を果たしてい

る可能性が示唆された。以上より、医療

需要の価格反応は一様ではなく、医療サ

ービスの種類、患者属性、および制度的

環境に応じて異なることが明らかとなっ

た。また、こうしたミクロレベルの異質

性と動学的調整の存在は、長瀬式のよう

なマクロ的推計式についても、継続的に

検証・更新していく必要性を示唆する結

果である。 
 
D．考察 

本研究では、2022 年 10 月の後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上
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げを自然実験として利用し、一方では、

都道府県×負担区分×制度改正前後のセル

平均データを用いて、実効給付率と医療

利用との関係を表す長瀬式の再推定を、

他方では、RDD-DD 分析を用いて制度改

正が受療行動と医療費に与えた影響をミ

クロレベルで動学的に分析した。 
第 1 に、本研究の結果は、従来の長瀬

式が一定程度妥当な方向性を示している

一方で、制度改正直後の動学的調整や診

療種別別の異質性を十分には反映してい

ない可能性を示唆するものである。 
第 2 に、本研究は、医療需要における

動学的調整の重要性を明確に示してい

る。制度改正直前に観察された駆け込み

需要と、その後の需要減少は、患者が将

来の自己負担増を見越して受診時期を調

整する行動をとることを示している。こ

のような異時点間の代替行動は、短期的

な医療費の変動を増幅または歪める可能

性があり、従来の長瀬式のような静学的

枠組みでは十分に捉えられていない。特

に本研究では、制度改正直前の駆け込み

需要と、制度改正後の順応過程の双方が

確認されており、医療需要の価格反応は

単一時点ではなく時間経過の中で理解さ

れる必要があることが示唆された。した

がって、制度改正の影響評価において

は、静学的な平均効果のみではなく、時

間的調整を伴う動学的分析枠組みを導入

することが重要である。 
第 3 に、医療需要の価格反応には診療

種別による異質性が存在することが確認

された。外来および調剤では比較的大き

な反応が観察された一方で、入院医療に

おいては反応が限定的であった。この結

果は、医療サービスの必要性や代替可能

性の違いが価格弾力性に影響を与えるこ

とを示唆している。すなわち、緊急性の

高い医療ほど価格に対する感応度は低

く、選択的・待機的な医療ほど感応度が

高いという構造が確認された。 
第 4 に、長瀬式の再推定では、制度改

正前後で医療サービス利用の有無にかか

わらず全被保険者を対象として分析を行

った。その結果、11 種類の候補関数を比

較したところ、冪混合型が最小 AIC を示

した。一方、二次関数型長瀬式について

も、従来の長瀬式との比較可能性および

政策的解釈の容易さという観点から有用

であることが確認された。したがって、

統計的適合度のみを重視する場合には冪

混合型が有力な候補となるが、制度改正

時の財政影響試算という政策実務上の利

用可能性を考慮すると、二次関数型長瀬

式も依然として重要な役割を有している

と考えられる。また、本研究は、現代の

受療行動を前提とした場合であっても、

従来の長瀬式は一定の妥当性を有するこ

とを示すとともに、長瀬式については実

証データに基づく継続的な検証と更新が

必要であることを示している。以上を総

合すると、医療需要の価格反応は単一の

固定的パラメータで記述できるものでは

なく、時間的調整、サービス特性、患者

属性、および制度的環境が相互に作用す

る複雑な構造として理解する必要があ

る。これは、長瀬式のようなマクロ的推

計式についても、制度環境や受療行動の

変化に応じて継続的に検証・更新してい

く必要性を示唆している。もっとも、本

研究にはいくつかの留意点が存在する。

第 1 に、本研究は特定の所得閾値近傍の

被保険者を対象とした分析であり、結果
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の外挿には一定の制約がある。第 2 に、

本研究ではセル平均に集約したデータを

用いて長瀬式を推定しているため、個人

レベルの異質な行動変化を直接評価する

ことはできない。そのため、今回推定さ

れた長瀬式は制度改正に伴う平均的な価

格反応を要約した経験的関係式として解

釈されるべきである。第 3 に、本研究は

制度改正に伴う短期的な行動変化を主に

捉えたものであり、長期的な影響や医療

需要の構造的変化については十分に検証

されていない。第 4 に、本研究は主とし

て 2022 年 10 月の制度改正を対象とした

分析であり、新型コロナウイルス感染症

流行下における受診抑制の影響が含まれ

る可能性があり、制度改正に対する受療

行動の感応度が低く観測されている可能

性があることに留意が必要である。ま

た、異なる制度改正や制度環境において

同様の結果が得られるかについては、今

後の追加的検証が必要である。 
以上の点を踏まえると、本研究は、長

瀬式を実証的エビデンスに基づき継続的

に更新していく必要性を示すものであ

る。また、制度改正の影響評価において

は、動学的な受療行動を考慮した分析枠

組みを導入することが重要である。本研

究は、ミクロレベルの因果推論とマクロ

的な医療費推計とを接続することによ

り、医療需要の価格反応に関する理解を

統合的に更新し、医療保険制度改革にお

けるエビデンスに基づく政策形成および

財政影響試算の高度化に資する知見を提

供するものである。 
 

E．結論 

 本研究では、2022 年 10 月の後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上

げを自然実験として利用し、一方では現

代の受療行動に対応した長瀬式の再推定

を行い、他方では RDD-DD 分析を用いて

制度改正が受療行動および医療費に与え

た影響を動学的に分析した。 
長瀬式の再推定では、制度改正前後で

医療サービス利用の有無にかかわらず全

被保険者を対象として分析を行った結

果、二次関数型長瀬式ではパラメータ a が
0.496 で、結果、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496とい

う推定式が得られた。また、11 種類の候

補関数を比較した結果、冪混合型が最小

AIC を示した。一方で、二次関数型長瀬式

についても、従来の長瀬式との比較可能

性および政策的解釈の容易さという観点

から有用であることが確認された。 
一方、RDD-DD 分析では、制度改正直

前に駆け込み需要が観察され、制度改正

後には医療費および受療行動の減少が確

認された。また、その影響は外来および

調剤で比較的大きく、入院医療では限定

的であった。さらに、制度改正に伴う有

意な死亡率の悪化は確認されなかった。 
以上より、制度改正の財政影響試算に

おいては、長瀬式を最新の実証データに

基づき継続的に更新することが重要であ

る。また、RDD-DD 分析から明らかにな

ったように、制度改正に対する受療行動

の反応には、駆け込み需要や制度導入後

の順応といった動学的調整が存在するこ

とから、政策評価においては単一時点の

静学的分析のみではなく、時間的調整を

考慮した分析枠組みを採用することが重

要である。 
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もっとも、本研究は主として 2022 年
10 月の制度改正を対象とした分析であ

り、新型コロナウイルス感染症流行下に

おける受診抑制の影響が含まれる可能性

があり、制度改正に対する受療行動の感

応度が低く観測されている可能性がある

ことに留意が必要である。また、他の制

度改正や異なる制度環境において同様の

結果が得られるかについては、今後さら

なる検証が必要である。 
本研究は、長瀬式の再推定によるマク

ロ的な医療利用推計と RDD-DD 分析によ

るミクロレベルの因果推論を接続するこ

とにより、長瀬効果および医療需要の価

格反応に関する理解を統合的に更新し、

医療保険制度改革におけるエビデンスに

基づく政策形成および財政影響試算の高

度化に資する知見を提供するものであ

る。 
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研究要旨 

本研究は、2022 年 10 月の後期高齢者医療制度改正に伴う実効給付率の変化を利用し、

現代の受療行動に対応した長瀬式を再推定することを目的とする。長瀬式は、給付率と

医療費水準との関係を表す経験的推計式として医療保険制度改正の財政影響試算に用い

られてきたが、主として過去の制度改正に基づいて推定されており、近年の受療行動の

変化を十分に反映していない可能性がある。 
分析には、厚生労働省保険局調査課により整備された後期高齢者医療制度に関する匿

名化個票データを用いた。月ごとの共通変動を調整した個人月データを都道府県×負担

区分×制度改正前後のセル平均に集約し、都道府県ごとの恒常的な地域差を調整した上

で、実効給付率と医療利用・費用との関係を推定した。なお、本研究では、制度改正前

後で医療サービスの利用の有無にかかわらず、全ての被保険者を対象とし、分析指標を

総診療実日数（調剤除く）に限定した。 
分析の結果、二次関数型長瀬式による推定では、パラメータ𝑎𝑎が 0.496 と推定され、結

果、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496という推定式が得られた。また、11 種類の候補関数を比較した

結果、冪混合型が最小赤池情報量基準量（Akaike Information Criterion：AIC）を示した。

一方で、二次関数型長瀬式についても、従来の長瀬式との比較可能性および政策的解釈

の容易さという観点から有用であることが確認された。 
本研究により、現代の受療行動を前提とした場合であっても、従来の長瀬式は一定の

妥当性を有することが確認された。一方で、制度改正時の財政影響試算においては、長

瀬式を最新の実証データに基づき継続的に検証・更新していくことの重要性が示され

た。 
本研究は、医療需要の価格反応に関する理解を深めるとともに、医療保険制度改革に

おけるエビデンスに基づく政策形成および財政影響試算の高度化に資する知見を提供す

るものである。 
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A．研究目的 
近年、少子高齢化の進展に伴い、我が国の

医療保険制度における財政の持続可能性が重

要な政策課題となっている。とりわけ後期高

齢者医療制度においては、被保険者数の増加

とともに医療費の増大が見込まれる一方、現

役世代の減少により支え手が縮小することか

ら、給付と負担の在り方の見直しが不可避と

なっている。こうした中、医療保険制度改正

の財政影響を評価する上で、窓口負担割合の

変化が受療行動に与える影響、すなわち医療

需要の価格反応を適切に把握することの重要

性は一層高まっている（Manning et al., 
1987）。 
このような文脈において、医療保険制度の

分析において長年用いられてきたのが、いわ

ゆる「長瀬効果」である。長瀬効果とは、給

付率の変化に応じて医療費の水準が変動する

現象を指し、その関係を定式化した「長瀬

式」は、制度改正時の医療費変化を推計する

際の基礎的な枠組みとして広く利用されてき

た（厚生労働省、2007）。 
しかしながら、既存の長瀬式は主として昭

和期から平成初期にかけての制度改正の結果

に基づいて推定されたものであり、近年の受

療行動の変化を十分に反映していない可能性

がある。実際、長瀬式の系譜を辿ると、戦前

に提案された原型的な関数形を基礎として、

1980 年代以降、給付率を用いた複数の推定式

（いわゆる A 式・B 式・C 式）が提案され、

さらに 2000 年代以降には制度改正の影響推計

に用いられる形で整理されてきた（厚生労働

省、2007；2016）。その後提示された一般制

度および高齢者制度に対応した推定式（例：

𝑦𝑦 = 0.475𝑥𝑥2 + 0.525、𝑦𝑦 = 0.499𝑥𝑥2 + 0.501）
は、現在に至るまで実務上の標準的な推計式

として用いられているが、これらは医療技術

の進歩や慢性疾患構造の変化、患者の情報取

得行動の変化といった現代の医療環境の変容

を十分に織り込んだものではない。 
さらに、医療需要の価格反応に関する近年

の実証研究は、日本においても多数蓄積され

ているが（Shigeoka, 2014；Fukushima et al., 
2016；Komura & Bessho, 2025）、これらは主

として年齢閾値を利用した準実験的手法（回

帰不連続デザイン）に基づく推定であり、長

瀬式のようなマクロ的な関係式の再構築を直

接目的としたものではない。 
こうした問題意識は、政策的にも共有され

ており、令和 3 年 6 月 3 日の参議院厚生労働

委員会においては、医療保険制度改革に関す

る附帯決議として、「現代の受療行動等に対

応した信頼性の高い推計が可能となるよう、

長瀬式の検証および見直しを進めること」が

求められた（日本経済新聞、2021）。 
以上を踏まえ、本研究の目的は、2022 年 10

月の後期高齢者医療制度における窓口負担割

合の引き上げを手がかりとして、実効給付率

と総診療実日数（調剤除く）との関係を現代

の個票データから再推定することである。具

体的には、個人月データを都道府県、負担区

分、制度改正前後のセルに集約し、都道府県

ごとの恒常的な水準差を調整した上で、長瀬

式の関数形とパラメータを検証する。さら

に、複数の候補関数を比較することで、従来

用いられてきた二次関数型の長瀬式の妥当性

についても検証を行う。 
 
B．研究方法 
B-1. データおよび分析対象 

分析には、厚生労働省保険局調査課により

収集・整備された後期高齢者医療制度に関す

る匿名化個票データを用いた。1 行は「ある被

保険者のある月」に対応し、各月の医療利用

量、医療費、患者負担額、給付費、都道府

県、制度改正前後の負担区分を含む。 
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本報告書では、月ごとの共通変動をあらか

じめ調整したデータを用いる。これは、流

行、季節性、診療報酬改定以外の月ごとの共

通的な揺れが、実効給付率と医療利用の関係

に混入しないようにするためである。具体的

には、各月に共通する変動要因を除去した後

のデータを用いて分析を行った。 
本研究では、制度改正前後で医療サービス

利用の有無にかかわらず全被保険者を分析対

象とし、分析指標は総診療実日数（調剤除

く）に限定した。 
対象期間は固定し、制度改正前を 2022 年 1

月から 6 月、制度改正後を 2022 年 11 月から

2023 年 4 月とした。2022 年 10 月の制度施行

月は、制度移行直後の調整過程を含む可能性

が高いため、制度後期間には含めない。ま

た、この期間設定は、分担報告書 2（及川他）

の分析設計と整合的となるよう設定したもの

である。具体的には、同報告書では 2022 年 7
月を基準月としていることから、本研究にお

いても通知前の期間を制度改正前、通知後か

つ制度施行後の調整期間を経た期間を制度後

として設定した。これにより、通知後に生じ

得る駆け込み受診や制度施行直後の一時的な

調整行動の影響を可能な限り排除している。 
 
B-2. セル平均の作成 
 個人月データを、都道府県（47）×負担区分

（処置群・対照群の 2 区分）×制度改正前後

（2 区分）の計 188 セルに集約した。各セルで

は、実効給付率の平均と、各分析指標の平均

を作成する。 
分析指標の平均は、分析対象となった者の

医療サービスが 0 である月も含めて計算す

る。すなわち、本研究では利用強度（intensive 
margin）の変化だけでなく、利用の有無

（extensive margin）の変化も分析対象に含めて

いる。このため、本研究で推定される長瀬式

は、制度改正に伴う利用者の参入・退出を含

めた受療行動全体を反映した経験的関係式と

なる。 
推定では、セルに含まれる人数に基づく重

みを用いた。重みは、制度改正前後の同一負

担区分に同じ重みが与えられるよう構成し、

負担上昇群と比較群の人数規模の差を反映し

た。また、一部のセルのみ観測数が極端に大

きい都道府県に過度な重みが付かないよう調

整を行った。重みの具体的な定義および計算

方法については付録 A-1 を参照されたい。 
 
B-3. 推定式 

本研究では、都道府県ごとの恒常的な水準

差を調整した上で、実効給付率と医療利用・

費用の関係を表す関数を推定する。推定式は

次のように表される。 
 
ℓ𝑐𝑐 =  𝛼𝛼𝑝𝑝(𝑐𝑐) +  𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑚𝑚(𝑥𝑥𝑐𝑐;  𝜃𝜃)  + 𝜀𝜀𝑐𝑐   (1) 

 
左辺は、セルごとの総診療実日数（調剤除

く）の平均に 1 を加えた値の対数である

(𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑦𝑦�𝑐𝑐𝑐𝑐 + 1)。右辺の第 1 項は都道府県ごとの

水準差、第 2 項は実効給付率に対応する医療

利用・費用の相対水準、第 3 項は残差を表

す。ここで、都道府県ごとの水準差とは、人

口構成、疾病構造、医療提供体制などの違い

によって生じる恒常的な地域差を要約したも

のである。本推定の目的は、地域ごとの恒常

的な差異そのものを評価することではなく、

その影響を取り除いた後に残る実効給付率と

の関係を推定することである。 
従来の長瀬式との対応を明確にするため、

主要な数値は次の二次関数で示す。 
 

𝑚𝑚(𝑥𝑥𝑐𝑐;  𝑎𝑎) = 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎)𝑥𝑥2,  0 ≤ 𝑎𝑎 ≤ 1 (2) 
 
この式では、実効給付率が 1 のとき相対水準

が1となる。パラメータ𝑎𝑎は、実効給付率が低
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い場合における医療利用・費用の相対水準を

表すため、𝑎𝑎が大きいほど給付率変化に対する

反応は小さいと解釈される。したがって、𝑎𝑎は
医療需要の価格感応度を要約する指標として

理解することができる。なお、本研究では、

従来の長瀬式との比較可能性を確保する観点

から、この二次関数型のパラメータ𝑎𝑎を主要な

推定結果として報告する。 
B-4. 最小化問題とモデル比較 
各候補関数（付録 A-2 参照）について、パ

ラメータ𝜃𝜃 と都道府県ごとの水準差を同時に推

定し、セル平均の実測対数値とモデルが予測

する対数値の残差平方和を最小化する。最小

化される残差平方和は、各セルの実測対数値

と、都道府県ごとの水準差および長瀬式 
𝑚𝑚(𝑥𝑥;  𝜃𝜃) から再構成される予測対数値との差で

ある。 
 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜃𝜃) = �𝑤𝑤𝑐𝑐�ℓ𝑐𝑐 − 𝛼𝛼𝑝𝑝(𝑐𝑐)(𝜃𝜃)− 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑚𝑚(𝑥𝑥𝑐𝑐;𝜃𝜃)�
2
 

(3)  
 

モデル比較では、二次関数に加えて、線

形、三次、平方根、S 字型、指数飽和型、冪混

合型など計 11 種類の候補関数（付録 A-2 参

照）を、同じセル平均データと同じ重みで推

定した。赤池情報量基準量（Akaike 
Information Criterion：AIC）は、モデル間の相

対的な当てはまりを比較するために用い、同

一の分析指標内で候補関数を比較した。 
なお、本研究では、従来の長瀬式との比較

可能性を重視し、二次関数型の結果を主要な

結果として報告する。一方で、関数形の仮定

に依存した結果とならないよう、複数の候補

関数についても併せて推定し、AIC に基づい

て比較を行った。 
 
B-5. 推定手順の概要 

図 1 に、本研究における推定データ作成お

よび推定手順の概要を示す。まず、個人月デ

ータから負担区分および分析対象者を判定す

る。次に、都道府県×負担区分×制度改正前後

のセル平均を作成する。 
続いて、都道府県ごとの恒常的な水準差を

調整したうえで、実効給付率と医療利用・費

用との関係を表す長瀬式𝑚𝑚(𝑥𝑥) を推定する。最

後に、二次関数型を含む複数の候補関数につ

いて推定を行い、AIC を用いて関数形の比較

を行った。 
以上の手順により、従来の長瀬式との比較

可能性を維持しつつ、現代データに基づく長

瀬式の再推定を行った。 
 
B-6. 分析の位置づけ 

本分析は、処置群と対照群の平均変化だけ

を直接比較する分析ではなく、セル平均を用

いて長瀬式の関数形を再推定する分析であ

る。したがって、結果は制度改正に伴う実効

給付率の変化を利用した経験的な再推定とし

て解釈し、厳密な因果効果の一点推定として

は扱わない。 
本研究の主たる目的は、制度改正の効果そ

のものを推定することではなく、制度改正に

よって観察された受療行動の変化を用いて、

長瀬式の経験的妥当性を検証し、そのパラメ

ータを現代のデータに基づいて再推定するこ

とにある。 
また、本研究は、分担報告書 2（及川他）に

おいて推定された制度改正の影響を補完し、

その結果を長瀬式という政策実務上の推計式

へ接続する位置づけを有している。すなわ

ち、分担報告書 2 が制度改正による受療行動

の変化を直接分析対象とするのに対し、本研

究はその結果を用いて長瀬式の再推定を行う

ものであり、両者は相互補完的な関係にあ

る。なお、本研究で用いた分析は、python を

用いて実施した。 
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（倫理面への配慮） 
本研究では、厚生労働省保険局調査課によ

り収集・整備が行われた「所得課税情報等に

応じた医療費情報」の匿名化された個票情報

を用いるに当たり、早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」にて、倫

理審査不要の判断を受けている(承認番号：

2022-HN038；承認日：2022 年 11 月 25 日)。な

お、提供された個票には個人を特定できる情

報は含まれていない。 
 
C. 研究結果 
C-1. 二次関数による主要推定結果 
表 1 に、二次関数型の長瀬式に基づく推定

結果を示す。分析では、制度改正前後の医療

サービス利用の有無にかかわらず全被保険者

を対象とした結果、二次関数型長瀬式におけ

るパラメータ𝑎𝑎は、総診療実日数（調剤除く）

で 0.496 であった。 
以上の推定結果に基づき、実効給付率と受

領水準との関係を表す長瀬式を再推定した結

果、以下の関係式が得られた。 
 
〇調剤以外総診療実日数に基づく推定結果： 

𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496 
 
この結果は、実効給付率と受療行動との経験

的関係を適切に表現していることを示してい

る。 
C-2. 関数形の比較 
 図 2 は、総診療実日数（調剤除く）につい

て推定された候補関数𝑚𝑚(𝑥𝑥)を比較したもので

ある。実効給付率が高いほど相対水準𝑚𝑚(𝑥𝑥)が
高くなるという基本的な形状は共通するが、

低い給付率領域での曲がり方には関数形によ

る違いがある。 
表 2 は、総診療実日数（調剤除く）につい

て推定した候補関数の AIC を比較したもので

ある。分析では、冪混合型が最小 AIC となっ

た。これは、二次関数より柔軟な関数形がデ

ータへの当てはまりにおいて相対的に良好で

あることを示している。 
一方、二次関数は従来の長瀬式との対応が

明確であり、政策的解釈の容易さを持つた

め、本報告書では二次関数型長瀬式を主要な

推定結果として示す。 
以上より、冪混合型は統計的な適合度にお

いて最も優れていた。一方、二次関数型長瀬

式についても、従来の長瀬式との比較可能性

および政策的解釈の容易さから、主要な参照

モデルとして有用であると考えられる。 
 
C-3. 実測値と予測値の比較 
図 3 は、二次関数について、セル平均の実

測対数値とモデルによる予測対数値を比較し

たものである。各点は都道府県、負担区分、

制度改正前後のセルを表し、45 度線に近いほ

ど、都道府県水準差と実効給付率関数から再

構成される予測値が実測値に近いことを意味

する。 
図 3 からは、実測値と予測値は概ね対応し

ているものの、一定の乖離も観察される。こ

れは、実効給付率が医療利用の重要な関連要

因である一方で、地域ごとの医療提供体制、

患者属性、疾病構造など、長瀬式では明示的

に考慮されていない要因も医療利用に影響し

ていることを示唆している。したがって、本

研究で推定した長瀬式は、制度改正に伴う平

均的な価格反応を要約する経験的関係式とし

て有用である一方、個別地域の医療需要を完

全に説明するものではないと解釈する必要が

ある。 
もっとも、図 3 に示されるように、予測値

は実測値の変動を概ね捉えており、本研究で

推定した長瀬式は、制度改正に伴う医療利用

の変動を記述する上で一定の説明力を有して
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いるが確認された。このことは、長瀬式が現

代の受療行動を完全に表現するものではない

としても、制度改正時の医療費影響を把握す

るための経験的推計式として一定の有用性を

有していることを示唆している。 
 
D. 考察 
 本分析では、都道府県×負担区分×制度改正

前後のセル平均を用いて、長瀬式の関数形を

再推定した。このため、結果は制度改正に伴

う実効給付率の変化と医療利用との関係を要

約した経験的関係として解釈されるべきもの

であり、月ごとの共通変動と都道府県水準差

を調整した後に観測される、実効給付率と医

療利用水準の関係として解釈する必要があ

る。分析では、制度改正前後での医療サービ

スの利用の有無にかかわらず、全ての者を分

析対象に含めた。 
 AIC による比較では、冪混合型が最小 AIC
となった。これは、現代の個票データでは、

従来の二次関数より柔軟な関数形の方が当て

はまりやすい可能性を示す。一方で、二次関

数は𝑚𝑚(1) = 1という正規化条件の下で𝑎𝑎の解釈

が明確であり、既存の長瀬式との比較に適し

ている。そのため、当てはまりの良さと政策

的解釈可能性を分けて評価することが重要で

ある。すなわち、統計的適合度のみを重視す

るのであれば冪混合型などの柔軟な関数形が

有力な候補となるが、制度改正時の財政影響

試算という実務的な利用可能性を考慮する

と、二次関数による表現にも依然として一定

の意義があると考えられる。 
 本研究は、従来の長瀬式が暗黙のうちに仮

定してきた単純な静学的関係だけでは、現代

の受療行動を十分に表現できない可能性も示

している。分担報告書 2（及川他）では、制度

改正前後において駆け込み需要や順応行動の

存在が示唆されており、医療需要には時間的

調整を伴う動学的側面が存在することが報告

されている。本研究ではその効果を直接推定

することは目的としていないが、長瀬式を将

来的に改良していく際には、こうした動学的

行動をどのように取り込むかが重要な課題と

なる。 
 本研究にはいくつかの限界がある。 
第 1 に、分析は 2022 年 10 月の単一制度改

正に基づくため、他の制度環境や所得階層へ

直ちに外挿することには慎重である必要があ

る。 
第 2 に、本研究は 2022 年 10 月の単一制度

改正を対象とし、制度改正前後期間も固定し

て分析した。そのため、他の制度改正や分析

期間において同様の結果が得られるかについ

ては、今後の検証が必要である。 
第 3 に、本研究では個票データをセル平均

に集約して分析を行っているため、個人レベ

ルの異質性や行動変化を直接評価することは

できない。したがって、今回推定された長瀬

式は、制度改正に伴う平均的な価格反応を要

約したものであり、個人ごとの行動変化を表

すものではない。今後は、個人固定効果を用

いた分析結果との比較を通じて、両者の整合

性を検証する必要がある。 
第 4 に、本研究の分析対象期間には、新型

コロナウイルス感染症流行下における受診行

動の変化が一部含まれている可能性がある。

特に、感染回避行動や医療機関側の受診制限

等により、制度改正に対する受療行動の感応

度が平常時と比較して低く観測されている可

能性には留意が必要である。そのため、本研

究で推定された長瀬式がコロナ禍特有の受療

行動をどの程度反映しているかについては、

今後、感染症流行の影響が小さい期間のデー

タを用いた追加的な検証が求められる。 
 以上を踏まえると、本研究は、長瀬式を実

証的エビデンスに基づいて継続的に更新して
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いく必要性を示すものであり、制度改定時の

財政影響試算について、継続的な検証および

実証データの蓄積の必要性を示すものと位置

づけられる。 
 
E. 結論 

本研究では、2022 年 10 月の後期高齢者医療

制度改正に伴う実効給付率の変化を用いて、

長瀬式を現代の個票データから再推定した。 
本研究では、分析指標を総診療実日数（調

剤除く）に限定し、制度改正前を 2022 年 1 月

から 6 月、制度後を 2022 年 11 月から 2023 年

4 月に固定して示した。その結果、二次関数型

の長瀬式では、𝑎𝑎が 0.496 と推定された。 
また、11 種類の候補関数を比較した結果、

冪混合型が最小 AIC を示した。一方で、従来

の長瀬式との比較可能性および政策的解釈の

容易さという観点からは、二次関数による表

現も依然として有用であることが確認され

た。 
本研究は、制度改正によって観察された受

療行動の変化を用いて長瀬式を再推定するこ

とにより、現代の受療行動と既存の財政影響

推計との整合性を検証したものである。 
もっとも、本研究は単一の制度改正を対象

とした分析であり、また新型コロナウイルス

感染症流行下の受療行動の影響を含んでいる

可能性がある。そのため、今後は他の制度改

正や異なる時期のデータを用いた検証を蓄積

することで、長瀬式の外的妥当性を高めると

ともに、政策実務への活用可能性および制度

改定時の財政影響試算の精度向上に資するこ

とが期待される。 
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図 1 長瀬式再推定の分析手順 
注：図中の対象者判定は、制度改正前後で医療サービスの利用の有無がかかわらず全員を対象とし

た。対象者抽出後、個人月データを都道府県×負担区分×制度改正前後のセルに集約し、長瀬式の推定

に用いた。 
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図 2 実効給付率と医療利用・医療費の関係を表す長瀬式候補関数𝑚𝑚(𝑥𝑥)の比較 
 
注：破線は既存長瀬式に対応する二次関数（𝑎𝑎 = 0.50）を示す。各候補関数は、分析に用いたセル平

均データと同一の重みを用いて推定した。図は、実効給付率と医療利用・医療費との関係について、

異なる関数形がどのような推定曲線を与えるかを比較したものである。各分析指標において最小 AIC
となった関数形については付録 A-2 に示した。 
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図 3 二次関数型長瀬式における実測値と予測値の比較 
 
注：横軸はセル平均の実測対数値、縦軸は都道府県ごとの水準差と二次関数 𝑚𝑚(𝑥𝑥) により再構成した

予測対数値である。各点は都道府県×負担区分×制度改正前後のセルを表す。45 度線に近いほどモデ

ルによる予測値が実測値を良く再現していることを意味する。本図は、二次関数型長瀬式が制度改正

に伴う医療利用および医療費の変動をどの程度再現しているかを視覚的に示したものである。 
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表 1 二次関数型長瀬式の推定結果 
 

分析指標 モデル 𝑎𝑎 AIC RMSE n 

総診療実日数（薬剤除く） 二次関数 0.496 997.59 0.0323 188 

 
注：分析では、制度改正前を 2022 年 1 月から 6 月、制度後を 2022 年 11 月から 2023 年 4 月に固定

し、制度改正前後での医療サービスの利用の有無にかかわらず全員を対象とした。 

 
表 2 長瀬式候補関数の適合度比較（AIC） 

関数形 総診療実日数（調剤除く） 

線形 999.42 

二次 997.59 

三次 995.78 

平方根 1010.22 

正弦型（凹） 1022.39 

余弦型（凸） 998.73 

S 字型 1006.63 

冪混合型 ★986.01 

S 字型（自由） 1001.48 

指数飽和型 1001.49 

二次（自由） 999.59 

 

注：赤池情報量基準量（Akaike Information Criterion：AIC）は、モデルの当てはまりと複雑さを同時

に評価する指標であり、値が小さいほどデータへの適合度が高いことを意味する。星印は各分析指標

において最小の AIC を示した関数形を表す。本表は、二次関数を含む複数の候補関数を比較した結果

を示している。最小 AIC となった関数形は、統計的な適合度の観点から最も良好な当てはまりを示し

たモデルである。本研究では、冪混合型が最小 AIC となった。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 24 - 

 

付録 A-1. セル重みの定義 
本研究では、個人月データを都道府県、負担区分および制度改正前後の組で定まるセルに集約して

分析を行った。本付録では、セル平均およびセル重みの定義を示す。個人𝑖𝑖、月𝑡𝑡、3 つの分析指標𝑘𝑘
（医療費・診療実日数・調剤を除く診療実日数）の観測値を𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖とし、月𝑡𝑡に共通する成分を𝛾𝛾𝑡𝑡𝑡𝑡と置く

と、調整後の値は次のように表される。 
 

𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒[𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 1)− 𝛾𝛾𝑡𝑡𝑡𝑡]− 1 
この調整は、流行、季節性、診療行動の月次変動など、全体に共通して生じる時間固定効果を取り除

くために行う。実効給付率𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖は、同一個人の当該月に観測される実行給付率である。 
次に、個人月データを、都道府県（47）×負担区分（処置群・対照群の 2 区分）×制度改正前後

（2 区分）の組で定まる 188 セル（cell）に集約した。各セルでは、調整後の分析指標の平均と実効給

付率の平均を作成した。 
 

𝑦𝑦�𝑐𝑐𝑐𝑐 =
1

𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
� 𝑦𝑦�𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖

(𝑖𝑖,𝑡𝑡)∈𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
 

𝑥̅𝑥𝑐𝑐 =
1

𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
� 𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖

(𝑖𝑖,𝑡𝑡)∈𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐
 

ここで、𝑁𝑁𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐は、セル（cell）に含まれる個人月観測数（被保険者数）を表す。分析では分析指標

が 0 である月もこの平均の算出に含める。すなわち、制度改正前後の医療サービス利用の有無にかか

わらず、全被保険者を対象として、制度改正前または制度改正後の月単位の医療サービスの利用が 0
であっても、当該月は平均の分母と分子に反映されることになる。 
推定では、セルに含まれる観測数に基づく重みを用いた。重み付けの目的は、(1)同じ群の制度改正

前セルと制度改正後セルに同じ重みを与えること、(2)処置群と対照群の人数規模の違いを反映するこ

と、(3)一部のセルのみが極端に大きい都道府県が過度に推定結果へ影響することを防ぐことである。 
まず、各都道府県（𝑝𝑝）について、処置群・制度改正前（𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇0）、処置群・制度改正後（𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇1）、

対照群・制度改正前（𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶0）、対照群・制度改正後（𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶1）の 4 つのセルに含まれる個人月観測数を

用い、都道府県全体の観測数を 4 セルの調和平均（𝐻𝐻𝑝𝑝）によって次のように定義した。 

 

𝐻𝐻𝑝𝑝 =
4

1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇0

+ 1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇1

+ 1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶0

+ 1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶1

 

 
次に、同一群の制度改正前セルと制度改正後セルが同じ重みを持つように、処置群および対照群そ

れぞれについて制度改正前後 2 セルの観測数の調和平均（𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝 , 𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝）を次のように定義した。 
 

𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝 =
2

1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇0

+ 1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑇𝑇1

,  𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝 =
2

1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶0

+ 1
𝑛𝑛𝑝𝑝,𝐶𝐶1
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最後に、都道府県全体の観測数を基準として、都道府県内では処置群と対照群の観測数に比例するよ

うセルの重み（𝑤𝑤𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 ,𝑤𝑤𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝）を定義した。下記の式において、𝑠𝑠 = 0は制度改正前の月、𝑠𝑠 = 1は制度改

正後の月を示す。 

𝑤𝑤𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 =
4𝐻𝐻𝑝𝑝𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝

2𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝 + 2𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝
  (𝑠𝑠 = 0, 1) 

𝑤𝑤𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝 =
4𝐻𝐻𝑝𝑝𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝

2𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝 + 2𝐵𝐵𝑝𝑝𝑝𝑝
  (𝑠𝑠 = 0, 1) 

この重み付けにより、同じ群の制度改正前セルと制度改正後セルは同じ重みを持ち、処置群と対照

群の間では人数規模の差が反映される。また、一部のセルのみが極端に大きい都道府県が推定結果を

支配しないよう、都道府県間の重みは 4 セルの個人月観測数の調和平均に基づいて定義した。 

付録 A-2. 長瀬式の推定方法と候補関数 
本研究で比較した候補関数は下表の通りである。すべての関数について、実効給付率が 1 のとき相

対水準も 1 となるよう正規化条件 𝑚𝑚(1) = 1 を課している。また、実効給付率の上昇に伴い医療利用

・医療費が減少しないよう、単調性制約 𝑑𝑑𝑑𝑑/𝑑𝑑𝑑𝑑 ≥ 0 を課している。パラメータ 𝑎𝑎 は実効給付率が低

い場合における相対水準を表し、パラメータ 𝑏𝑏 および 𝑘𝑘 は関数形の曲率や傾きを調整するための補

助的なパラメータである。 

 
モデル m(x;θ) パラメータ範囲 
線形型 𝑎𝑎 + (1 − 𝑎𝑎)𝑥𝑥 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

二次関数型 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎)𝑥𝑥2 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

三次関数型 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎)𝑥𝑥3 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

平方根 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎)√𝑥𝑥 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

sin 型（凹） 𝑎𝑎 + (1 − 𝑎𝑎)𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠(𝜋𝜋𝜋𝜋/2) 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

cos 型（凸） 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎){1− 𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐(𝜋𝜋𝜋𝜋/2)} 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

シグモイド型 𝑎𝑎 + (1 − 𝑎𝑎) · 正規化シグモイド(𝑘𝑘 = 6 固定) 𝑎𝑎 ∈ [0,1] 

冪混合型 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎)𝑥𝑥𝑘𝑘  𝑎𝑎 ∈ [0,1],𝑘𝑘 ∈ (0,10] 

一般シグモイド型 𝑎𝑎 + (1− 𝑎𝑎) · 正規化シグモイド(𝑘𝑘可変) 𝑎𝑎 ∈ [0,1],𝑘𝑘 > 0 

指数飽和型 
𝑎𝑎 + (1 − 𝑎𝑎)

1− 𝑒𝑒−𝑘𝑘𝑘𝑘

1 − 𝑒𝑒−𝑘𝑘  
𝑎𝑎 ∈ [0,1],𝑘𝑘 > 0 

一般化二次関数型 𝑎𝑎 + 𝑏𝑏𝑏𝑏 + (1− 𝑎𝑎 − 𝑏𝑏)𝑥𝑥2 𝑎𝑎 ∈ [0,1],  
0 ≤ 𝑏𝑏 ≤ 2(1− 𝑎𝑎) 
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別添 4 

令和7年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

 分担研究報告書 

 

令和 4～5年度厚生労働科学研究費研究の拡張に基づく 

窓口負担割合の変更が後期高齢者の受療行動に与えた影響の再評価 

― 2022年 10月制度改正に関するエビデンスと影響メカニズムの検証 ―- 

 

研究分担者 及川 雅斗  早稲田大学 教育・総合科学学術院 

研究分担者 富 蓉   早稲田大学 商学学術院 

研究分担者 川村 顕  早稲田大学 人間科学学術院 

研究協力者 福重 奏  早稲田大学 政治学研究科 

研究代表者 野口 晴子  早稲田大学 政治経済学術院  

 

研究要旨 

本研究では、令和 4～5年度厚生労働科学研究費補助金による既存研究（以下「R4-5分

析」）を拡張し、2022年 10月に実施された後期高齢者医療制度における窓口負担割合の引き

上げ（1割から 2割）が受療行動に与えた影響について、追加分析を通じてその影響メカニズム

を検証した。全国の後期高齢者医療制度の被保険者を対象とした医療レセプトデータと所得情

報を結合した個票パネルデータ（2021年 11月～2023年 12月）を用い、回帰不連続デザイン

（RDD）と差の差分析（DD）を組み合わせた RDD-DDにより、所得閾値周辺における政策効果

を時間的推移を踏まえて推定した。 

分析の結果、制度改正直前には約 6%の医療費増加が観察され、「駆け込み需要」の存在が

確認された一方、制度改正直後には約 6%の医療費減少が生じ、その後も約 3%程度の減少が

持続した。医療費の分解分析からは、この減少の主因は受診日数の減少であり、1日当たり医療

費（単価）の変化は限定的であることが明らかとなった。また、受診確率も約 1%程度低下してお

り、制度改正が利用頻度のみならず受療行動の広範な側面に影響を及ぼしていることが確認さ

れた。診療種別にみると、外来および調剤では顕著な駆け込み需要とその後の需要減少が観察

された一方、歯科では影響が限定的であり、入院では統計的に有意な変化は確認されなかっ

た。さらに、15か月死亡率に関する分析では、制度改正に伴う有意な悪化は認められず、短期

的な影響は限定的である可能性が示された。 

以上の結果は、医療需要における異時点間代替の重要性を示すとともに、短期的な価格弾力

性の推定において「駆け込み需要」によるバイアスが生じ得ることを示唆している。また、制度改

正による影響が主として利用頻度の調整を通じて生じている点は、今後の自己負担設計におい

て、医療の必要性やサービス特性を踏まえた精緻な制度設計の必要性を示す重要な政策的含

意を有する。 
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A．研究目的 

価格変化に対して個人がどのように戦略的

に反応するかについての理解は、長年にわた

り経済学の中心的な関心事であり、先行研究

において、多様な政策文脈において予期的

行動や適応行動が観察されることが示されて

きた（Poterba, 1988；Goolsbee, 2000；Malani 

and Reif, 2015；Alpert, 2016；Metiu, 2021）。 

医療は、緊急性の高い不可欠な医療から選

択的・待機的医療まで幅広く、文脈による価

格に対する反応（いわゆる、価格弾力性）の

違いを検証する上で極めて有効な領域である

（Manning et al., 1987；Chandra et al., 2010；

Duarte, 2012；Einav et al., 2018）。当該課題に

対する膨大な研究の蓄積にもかかわらず、75

歳以上の後期高齢者が費用負担にどう反応

するかについては、いまだ知見が乏しいのが

現状だ。 

医療の自己負担に関する理論は、Arrow

（1963）および Grossman（1972）によって確立

され、価格シグナルが消費行動にどのように

影響するかを示している。RAND医療保険実

験は、医療需要の価格弾力性が概ね−0.2で

あることを示したが（Manning et al., 1987；

Newhouse, 1993）、その後の研究では、人口

学的・社会経済学的属性や制度的文脈に応

じた異質性が確認されている（Aron-Dine et 

al., 2013）。また、こうした研究では 3つの戦略

的行動パターンが明らかにされている。すな

わち、(1)制度改正前後で医療利用のタイミン

グを調整する予期的行動（Einav et al., 2015；

Brot-Goldberg et al., 2023）、(2) 制度導入後

に新たな費用体系へ適応する行動（Brot-

Goldberg et al., 2017；Cabral, 2016）、そして、

 
1 医科学領域の研究により、フレイル（老衰・衰弱・脆

弱）は 75歳以上の約 4分の 1に認められ（Fried et al., 

2001；Clegg et al., 2013）、80歳以上では約 70％が多疾

患併存の状態にあること（Salive, 2013）、さらに、救急外

(3)サービスの種類による体系的な異質性（必

要性の高い医療ほど価格弾力性が低く、選択

的・待機的医療では高い）（Ellis & McGuire, 

2007；Chandra et al., 2010；Duarte, 2012）であ

る。 

こうした研究の進展にもかかわらず、自己

負担に対する反応の理解には 3つの重要な

制約が存在する。第 1に、方法論的には、既

存研究の多くが予期的行動（Einav et al., 

2015）、あるいは、導入後の適応行動（Brot-

Goldberg et al., 2017）のいずれかに焦点を当

てており、両者を通じた一連の時間的経過に

よる医療需要の変動を包括的に捉えた研究

が限られている。第 2に、所得によって自己

負担の大きさが決定される制度では、所得の

測定が代理変数や自己申告、あるいは集計

データに依存することが多く、自己負担率

（額）が変わる閾値周辺における因果推論を

困難にしている（Bound et al., 2001）。第 3

に、若年層や比較的若年の高齢者では、選

択的・待機的医療が一定程度可能であるのに

対し、後期高齢者は、しばしば喫緊の医療ニ

ーズを抱えており1、健康への影響なしに戦略

的に医療利用を削減する余地が限られてい

る。 

 日本の医療制度は、国民皆保険、急速な高

齢化、そして透明性の高い自己負担制度を

備えており、この研究課題に取り組む上で理

想的な環境を提供する（Iizuka and Shigeoka, 

2022）。これまでの日本の研究は、自己負担

の引き下げが高齢者の医療利用に与える影

響を主に分析してきたが（Ando and Takaku, 

2016；Shigeoka, 2014；Fukushima et al., 2016；

Nishi et al., 2012）、引き上げの影響を検討し

来の利用は加齢とともに増加することが明らかにされて

いる。こうした結果は、医療の緊急性が高く、延期不可

能な医療ニーズが増大することを反映している（Gruneir 

et al., 2011）と考えられる。 
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た研究は比較的少ない。また、引き下げと引

き上げとの非対称的な反応の可能性も指摘さ

れている（Aron-Dine et al., 2015）.Komura and 

Bessho（2025）は 70〜74歳を対象とした自己

負担引き上げを分析しているが、半集計デー

タを用いているため、行動の時間的推移を個

票レベルで精緻に捉えることは困難であっ

た。 

 本研究は、これらの課題に対応するため、

2022年 10月に日本で実施された政策変更

—所得が一定水準を超える 75歳以上の個人

に対して窓口負担割合を 10%から 20%へ引

き上げた制度—を分析対象とする。全国の後

期高齢者医療制度の被保険者を対象に、医

療レセプトと個人の所得税情報を結合した新

たなデータセットを用いることで、所得に基づ

く自己負担決定を個票レベルで把握し、閾値

周辺における処置効果を精緻に識別する。実

証戦略としては、回帰不連続デザイン

（Regression Discontinuity Design: RDD）と差

の差分析（Difference-in-Differences: DD）を

組み合わせた RDD-DDを採用し、所得閾値

と政策導入時点の双方の変動を活用する。こ

れにより、予期から適応に至る行動変化を動

学的に分析する。 

 本研究では、令和 4～5年度厚生労働科学

研究費補助金 行政政策研究分野 政策科

学総合研究（政策科学推進研究）「レセプトデ

ータ等を用いた、長寿化を踏まえた医療費の

構造の変化に影響を及ぼす要因分析等のた

めの研究（政策変更を「自然実験」とする弾力

性の推計に係る実証研究）」（以下、「R4-5分

析」）において得られた結果に対し追加分析

を行い、制度改正の影響メカニズムについて

さらなる検証を行うことを目的とする。 

 
2 詳細は
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou

B．研究方法 

B-1. 制度の概略 

2022年 10月より、後期高齢者医療制度の

被保険者のうち、一定以上の所得を持つ被保

険者の医療費窓口負担割合が 1割から 2割

に引き上げられることとなった。2022年 10月

1日以降の窓口負担割合は、2021年中の所

得情報をもとに世帯単位で判定される。以下

に判定フローの概略を示す。2 

1. 課税所得が 145万円以上の現役並み所

得者に該当しない場合、以下の判定フロ

ーに進む。なお、現役並み所得者に該

当する場合には、世帯内の被保険者全

員が 3割負担となる。 

2. 世帯内の被保険者のうち課税所得が 28

万円以上の被保険者がいる場合、以下

の判定フローに進む。なお、当該被保険

者がいない場合には、世帯内の被保険

者全員が 1割負担となる。 

3. 被保険者が 2人以上いる場合(ア)に、そ

うでない場合(イ)に進む。 

(ア) 「年金収入とその他の合計所得金

額」が 200万円以上の場合 2割負

担、未満の場合 1割負担となる。 

(イ) 「年金収入とその他の合計所得金

額」の合計が 320万円以上の場合

世帯内の被保険者全員が 2割負

担、未満の場合 1割負担となる。 

なお、年金収入には遺族年金や障害年金は

含まれず、その他の合計所得金額は、事業収

入や給与収入等から、必要経費や給与所得

控除等を差し引いた後の金額である。 

このように、後期高齢者医療制度の被保険

者は、自身の所得水準に依存して、医療費窓

_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html を参照されたい

(2026年 4月 7日アクセス)。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/newpage_21060.html
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口負担割合が上昇するという状況に直面する

こととなった。 

2025年 9月 30日までは、被保険者の医

療費負担を抑える配慮措置が実施され、一月

の外来医療費の窓口負担割合の引き上げに

伴う負担増を 3,000円まで抑えられることとな

った。また、これまで同様、高額療養費制度に

よって、一定以上の窓口負担が軽減される制

度が利用できるため、高額な医科入院費用に

ついても実質的に補助されることになるだろ

う。 

 

B-2. データ 

本研究では、厚生労働省保険局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」を分析に用いた。 

所得課税情報等に応じた医療費情報は、

後期高齢者医療制度の被保険者（原則 75歳

以上で生活保護受給者でないもの）を対象と

して、窓口負担割合の判定に用いる所得情

報と受療行動に関わる情報が突合されたデ

ータである。 

本研究では、後期高齢者医療広域連合の

データにおいて、分析対象とする観察期間

を、「R4-5分析」の 2021年 11月～2022年

11月の 13か月分から 2023年 12月までの

26か月分まで延伸した。前回分析と同様、受

療行動に関わる情報は、医療費の月額、月毎

の受診回数が利用可能であり、所得情報は

年次の所得額が項目別（例、事業所得、給与

所得、年金所得）で提供された。加えて、居住
 

3本データにおける対象者の脱落は、死亡、生活保護受

給開始に伴う後期高齢者医療制度からの脱退、および

他都道府県への転出に伴う個人識別 IDの変更によっ

て生じる。後期高齢者医療事業状況報告(年報)によれ

ば、令和 5年度(2023)年度中の被保険者全体の減少の

89%が死亡によるものである。また、本稿は回帰不連続

デザインを用いており、カットオフ周辺の比較的所得が

高い層を推定対象としている。そのため、生活保護受給

の開始によって脱落が生じる可能性は低いと考えられ

自治体 IDや被保険者の年齢といった個人属

性も利用可能である。また、今回新たに、後期

高齢者医療制度からの脱落を「死亡」の代理

変数として制度改正の死亡率に対する影響

について検証を行った。3 

 

B-3. 回帰不連続デザイン(RDD) 

本研究では、窓口負担割合の内生性に対

処するために、所得（連続変数）を割り当て変

数（running variable）とした RDDを用いて、窓

口負担割合の違い（1割 versus 2割）が、受

療行動に与えた影響を推定した。前述のよう

に、2022年 10月の制度改正では、一部の被

保険者は所得に依存して、医療費の窓口負

担割合が 1割もしくは 2割と分けられることと

なった。例えば、課税所得が 28万円以上か

つ 145万円未満で単身世帯と複数世帯に属

する後期高齢者はそれぞれ、所得が 200万

円以上と 320万円以上の場合 2割、それ未

満の場合 1割のように窓口負担割合が割り振

られた。なお、単身世帯に対する基準となっ

た 200万円は、多くの被保険者にとっては外

生的であると考えられる。少なくとも、所得基

準の近傍では、基準を超えた被保険者と超え

ない被保険者で属性に大きな違いはないの

ではないかと考えられる。この環境を利用した

RDDを用いて、窓口負担割合の違いが受療

行動に与えた効果の推定を試みた。 

 

B-4. 分析対象者 

る。また、後期高齢者における他都道府県への転出も

稀である。実際、総務省の「住民基本台帳に基づく人

口、人口動態および世帯数調査」および「住民基本台

帳人口移動報告」（2022年）に基づき、75歳以上人口

の他都道府県への転出率を計算すると約 0.3%であった

（年間の他都道府県への転出者数を同年 1月 1日時

点人口で除して算出）。したがって、本稿における脱落

は、実質的に対象者の死亡を表す代理変数として機能

すると考えられる。 
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本研究では分析対象者を課税所得が 28

万円以上かつ 145万円未満の被保険者に限

定した。4「R4-5分析」では単身世帯に焦点を

当てたが、今回は複数世帯を含めた分析を行

った。 

 

B-5. 推定モデル（RDD-DD） 

本研究で用いる推定されるモデルは以下

に示す通りである。  

 

𝑦𝑖𝑚𝑡 

= 𝛼0 +∑ [𝛿𝑘𝑇𝑖 × 1{𝑡 = 𝑘}]
14

𝑘=−11,𝑘≠0
 

+𝜃𝑖 + 𝜙𝑡 + 𝜂𝑚𝑡 + 𝑢𝑖𝑡 

…(1) 

 

ここで、被説明変数𝑦𝑖𝑚𝑡は自治体 mに住む

個人 iの t時点での医療需要変数（利用の有

無ダミー、医療費月額対数値、 受診日数対

数値、 1日当たり単価対数値）である。変数

𝑇𝑖は処置ステータスで、2022年 10月時点で

窓口負担割合が 2割の場合 1を取るダミー

変数となっている。変数1{𝑡 = 𝑘}は時点が k

の場合に 1 となるダミー変数である。なお、時

点 kは、2022年 10月が 0 となるように基準

化しているため、2021年 11月が𝑘＝ − 11、

2023年 12月が𝑘＝14である。パラメタ𝜃𝑖，

𝜙𝑡，𝜂𝑚𝑡はそれぞれ、個人、時間、自治体×時

間固定効果であり、パラメタ𝑢𝑖𝑡は誤差項とな

る。 

式(1)よりパラメタ𝛿𝑘はそれぞれ、各時点に

おける処置群と対照群の平均的な医療費対

数値の差が、基準時点(2022年 8月、 𝑘 =

 
4 データには、世帯識別子が格納されていたため、それ

を利用し、同一の世帯識別子を持たない被保険者を単

身世帯に属する被保険者と定義した。 

−3)における差とどれくらい異なっているかを

表す。 

負担割合を決定する所得基準の近傍の所

得を持つ被保険者においては、被保険者の

持つ属性が平均的に同質であると仮定すれ

ば、分析サンプルを所得基準の近傍の所得

を持つ被保険者に制限し、式(1)を推定するこ

とにより、窓口負担割合が 1割から 2割に上

昇することが受療行動に与えた影響を動学的

に評価することができる。なお分析では、単身

世帯が 150万円以上 250万円未満、複数世

帯が 270万円以上 370万円未満の分析対象

者を用いて推定を行った（bandwidth=50万

円）。 

本研究では、2022年 10月以降の窓口負

担割合が判定・通知される 2022年 8月を基

準時点とした。これにより、仮に駆け込み需要

が生じた場合には、2022年 9月で𝛿𝑘が統計

的に有意に正で推定されるだろう。また、2022

年 10-11月において処置群で医療費が減少

していた場合には、𝛿𝑘は統計的に有意に負で

推定されるだろう。 

 

B-6. 「R4-R5分析」への追加分析の要約 

 第 1に、「R4-R5分析」が単身世帯のみを分

析対象としていたのに対し、本研究では複数

世帯を含め、「単身＋複数」、「単身」、「複数」

の世帯 3区分ごとの分析を行った。 

 第 2に、全世帯（「単身＋複数」）を対象とし

て、医療費を「受診日数」と「1日当たりの医療

費（単価）」に分解し、どの要素が主要因であ

るのかについての検討を行った。 

 第 3に、受診の有無（extensive margin）に

対する影響を推定し、受診日数（intensive 

margin）との違いを検証した。 
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 第 4に、全世帯（「単身＋複数」）を対象とし

て、外来・調剤・歯科・入院ごとに制度改正の

影響の違いを検証した。 

 第 5に、健康アウトカムを直接評価すること

は難しいため、2022年 10月の制度改正以

降、2023年 12月まで 15か月間の死亡率に

より制度改正の影響を確認した。 

 最後に、世帯区分（単身・複数）別の分析で

は、制度改正前の医療費月額・受診確率・受

診日数の多寡（高位・中位・低位）による異質

性分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、厚生労働省保険局調査課に

より収集・整備が行われた「所得課税情報等

に応じた医療費情報」の匿名化された個票情

報を用いるに当たり、早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」にて、倫

理審査不要の判断を受けている(承認番号：

2022-HN038；承認日：2022年 11月 25日)。

なお、提供された個票には個人を特定できる

情報は含まれていない。 

 

C．研究結果 

C-1. 記述統計量 

表 1はそれぞれ、単身世帯と複数世帯の

分析対象者について、制度改正後である

2022年 7月の記述統計をまとめたものであ

る。 

 

C-2. RDD分析の妥当性の検証 

所得について、「R4-5分析」における窓口

負担 2割の判定に用いる所得の算出を精査・

改訂した結果5、図 1-1（単身世帯＋複数世

帯）、図 1-2（単身世帯）、図 1-3（複数世帯）が
 

5 事業所得(農業所得を除く)、農業所得、不動産所得、

利子・配当所得、給与所得、雑所得、譲渡・一時所得、

山林所得の和から所得金額調整控除額(=[min(公的年

示す通り、所得と窓口負担割合が 2割である

被保険者の割合の関係を図示したものであ

る。単身世帯では 200万円、複数世帯では

320万円、また、それぞれの所得閾値を 0 と

標準化して行った全ての結果から、基準前後

で 2割負担被保険者の割合は大幅に増加し

ており、著者らが定義した所得は高い確度で

窓口負担割合を予測できていることがわか

る。 

また、図 2-1から、所得閾値近傍付近での

年金受給額、年齢、就労確率等の個人属性

の連続性が概ね担保されていることがわか

る。ただし、単身世帯比率と女性比率につい

ては若干の非連続性が観察されることから、ど

ういった要因が影響しているのか検討する必

要がある。 

図 2-2は、2022年 10月時点における所得

閾値近傍の患者の所得分布を示すヒストグラ

ムである。分析対象は、課税所得が単身世帯

では 100万円から 200万円、複数世帯では

220万円から 420万円の範囲にある世帯であ

る。横軸は各世帯類型における基準所得閾

値からの乖離額を表しており、単身世帯では

200万円、複数世帯では 320万円をそれぞ

れ基準値（0）として標準化している。 

閾値前後の分布の連続性に着目すると、

世帯類型ごとに異なる特徴が認められる。複

数世帯の分布では、閾値（320万円）の前後

において形状は滑らかに推移しており、顕著

な偏りや不連続性は確認されない。一方、単

身世帯の分布では、閾値（200万円）付近に

おいて明確な不連続性が認められる。具体的

には、閾値直前までは密度が緩やかに上昇

するのに対し、閾値直後には密度が不連続に

増加している。また、両世帯類型を統合した

金等収入、10万円) + min(給与所得、10万円)]-10万

円)を差し引いた。なお、負の値をとる場合は 0 とした。 
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全体分布においても、この単身世帯における

不連続性の影響により、閾値近傍の分布形状

に歪みが生じている。 

このような制度上の所得閾値近傍における

分布の状況は、政策効果を検討する上で重

要な示唆を与える。特に、単身世帯において

観察される閾値直後の密度の急増について

は、その要因の解釈が重要となる。仮に医療

費の窓口負担増を回避する目的で意図的な

所得調整が行われている場合には、分布は

閾値直前（マイナス側）に集中すると考えられ

るが、本図の結果はそのようなパターンとは整

合的ではない。したがって、単身世帯におけ

る当該不連続性は、意図的な操作によるもの

ではなく、公的年金給付額の分布構造や基

礎控除等の税制上の仕組みといった外生的

要因に起因し、所得 200万円をわずかに上

回る層に対象者が相対的に集中しているとい

う構造的特徴を反映したものである可能性が

示唆される。分析の妥当性を担保するため、

単身世帯を含め、処置群と対照群の医療受

療傾向の差異の有無については、イベントス

タディ分析を用いて事前トレンド（プレトレンド）

の違いを確認する手順を踏むこととする。 

 

C-3. RDDによる推定結果 

C-3-1. 全世帯（単身＋複数）を対象とした分

析結果 

図3-1～図3-7は、全世帯（単身＋複数）を

対象とした分析結果を示している。まず、図3-

1から、医療費月額は、制度改正直前の2022

年9月において医療費は約6%増加し、制度

改正直後の2022年10月には約6%の減少が

観察された。その後は約3%程度の減少が持

続しており、短期的な過剰利用とその反動に

よる需要減少が確認された。被保険者への通

知直後の「駆け込み需要」は、「R4-5研究」で

も観察された現象である。 

第2に、こうした医療費の変化を構成要素に

分解した結果（図3-2）、医療費減少の主因は

受診日数の減少であり、1日当たり医療費（単

価）の変化は極めて小さいことが明らかとなっ

た。この結果は、制度改正が診療密度ではな

く、「利用頻度」に影響を与えたことを示唆して

いる。 

第3に、受診確率に着目した分析では（図

3-3）、制度改正直前に約2%の「駆け込み需

要」が観察され、制度改正後には約1%程度

の利用確率の減少が持続的に確認された。こ

の効果の大きさは医療費の変化（約3〜6%）

よりも小さいものの、受療行動が一定程度抑

制されたことを示唆している。そこで、利用者

と非利用者を含んだ医療費月額の動向をみ

ると（図3-4）、非利用者を含む方が、ばらつき

が大きいことがわかる。 

第4に、診療種別に分析した結果（図3-5）、

外来・調剤については、全体と同様、顕著な

駆け込み需要とその後の需要減少が観察さ

れた一方で、歯科では駆け込み需要は小さ

く、安定期では需要減少が限定的であった。

また、入院では、統計的に有意な影響は確認

されなかった。 

最後に、死亡率については（図3-6）、制度

改正に伴う有意な悪化は確認されず、むし

ろ、15か月死亡率は約0.18%ポイント低下する

傾向が観察された。図3-7から、所得閾値近隣

での死亡率に不連続は変化はないことから、

RDD分析の妥当性は確認できるものの、所得

階層別にみると低所得層では死亡率のばら

つきが大きくなっており、慎重な解釈が必要で

ある（図3-7）。 

C-3-2. 世帯区分（単身・複数）別の分析結果 
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 単身世帯の分析結果は、図 4-1～図 4-3で

確認できるように、「R4-5分析」と整合的な結

果が得られた。今回新たに行った制度改正前

の医療費月額と受診日数の多寡による異質

性分析の結果からは、医療費月額と受診日

数高位群（平均が約 13.3万円、8.2日）と中

位群（平均が約 3.9万円、3.1日）で、「駆け込

み需要」とその後の需要減少が大きかったの

に対して、低位群（平均が約 1.4万円、1.1

日）では、同様の需要の増減傾向はあるもの

の、効果の大きさが小さいことがわかった（図

4-1、図 4-3）。 

他方で、興味深いのは、受診確率が高位

群（平均が 0.98）と中位群（平均が 0.93）では

制度改正前後での変動が小さく、受診確率が

低位群（平均が 0.55）で変動が大きかった点

である（図 4-2）。これは、一見すると矛盾した

結果に見えるが、extensive margin と intensive 

margin を考慮に入れれば理解できる結果で

ある。 

すなわち、受診確率（図 4-2）は extensive 

margin を示しており、制度改正前における受

診確率の低位群には、もともと医療ニーズが

低く、選択的・待機的医療ニーズのある高齢

者が属しているのに対し、高位・中位群には、

緊急性の高い医療ニーズのある高齢者が属

していると考えられる。図 4-2は、そうした医療

ニーズの緊急性に応じた反応を示している可

能性が高い。 

他方で、医療費月額と受診日数（図 4-1 と

図 4-2）は intensive margin を示しており、相

対的に緊急性の高い医療ニーズのある高齢

者の行動を見ていることになる。そうなると、医

療費月額と受診日数高位・中位群の制度改  
6 分析サブサンプルは以下の通り。(1) 2022年 7月以

前に月額医療費が 576,000円以上の観測を高額療養

費制度対象と定義。(2) 同期間に一度でも同制度対象

となった患者を「Kouryo」群とする。そのため、継続的な

高額療養費制度の利用や制度改正後も高額療養費の

正前後での増減が低群に比べて大きいことか

ら中長期的な健康アウトカムへの影響につい

て懸念があるが、他方で、時間経過により、特

に医療費月額については、制度改正前の状

態が回復されていることから、健康アウトカム

への影響は限定的であると考えられる。 

複数世帯の分析結果（図 5-1～図 5-4）もほ

ぼ単身世帯と同様の傾向が観察された。 

図 6は、単身世帯と複数世帯の両方のサン

プルを用い、負担割合通知以前の受診状況

別にサブサンプル分析を行った結果を示して

いる。6図中の赤・青・オレンジの点と棒は、通

知前に高額療養費制度の対象に一度も該当

しなかったサンプルのうち、事前の平均受診

日数がそれぞれ下位（T1）、中位（T2）、上位

（T3）のグループを表す。一方、緑の点と棒は、

通知前に少なくとも一度同制度の対象となっ

た経験を持つグループを表している。パネル

(a)は月額医療費（対数値）、パネル(b)は受診

確率をアウトカム変数とした分析結果である。 

パネル(a)の月額医療費に関する結果を見

ると、高額療養費制度の対象外であったグル

ープ（T1〜T3）では、通知前の受診日数が多

いほど、制度改正前の駆け込み需要と変更後

の医療費の落ち込みが大きくなることが確認

された。2022 年 11 月以降の推移については、

T2とT3は概ね同様の推定結果となっており、

T1 の医療費の落ち込みはそれらよりも小幅に

とどまっている。他方、通知前に高額療養費

制度の対象となった経験を持つグループでは、

駆け込み需要とその後の落ち込みは T1 と同

程度であり、さらに 2022年 11月以降は 5%水

準で統計的に有意な需要減は確認されなか

った。 

対象となることを前提としていないことに留意が必要。(3) 

それ以外の患者を、2022年 7月以前の平均受診日数

（個人単位）の 3分位に基づき、下位（T1）、中位（T2）、

上位（T3）の 3グループに分割した。 
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パネル(b)の受診確率に関する結果は、パ

ネル(a)とは対照的である。高額療養費制度の

対象外であったグループにおいて、通知前の

受診日数が多いほど駆け込み需要とその後

の「受診控え」の程度が小さくなる傾向がみら

れた。2022 年 11 月以降、T2 と T3 の受診控

えは同程度であるが、T1 の受診控えはこれら

よりも大きい。同制度の対象経験を持つグル

ープについても駆け込み需要と受診控えは

観察されたが、その規模は受診頻度の高い

T3 と同程度にとどまり、2022 年 11 月以降の

多くの期間において統計的に有意な受診控

えはみられなかった。 

これらの結果は、事前の医療需要の大きさ

と政策効果がアウトカム変数の性質に応じて

単調に関係する可能性を示している。同時に、

高額療養費制度の利用によって、窓口負担

割合引き上げに伴う医療費の減少や受診控

えが相当程度緩和された可能性も示唆される。 

 

D．考察／E．結論 

本研究の追加分析から、医療費の減少は

主として受診頻度の低下によって生じており、

医療の質や単価への影響は限定的であること

が示された。また、サービス利用確率にも影

響が及んでいることから、制度改正は受療行

動の広範な側面に影響を与えていると考えら

れる。 

さらに、駆け込み需要とその反動による需

要減少が明確に確認されたことは、医療需要

における異時点間代替の重要性を強く示唆

する。従来の RDD推定はこの動学的調整を

十分に捉えていない可能性があり、短期的な

価格弾力性は過大推定されている可能性が

ある。 

死亡率に関しては明確な悪化が確認され

なかったものの、本研究の観察期間は限定的

であり、中長期的な影響については引き続き

検証が必要である。 

 

F．健康危険情報 

特に無し。 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

特に無し。 

 

2．学会発表 

及川雅斗・Rong Fu・川村顕・野口晴子. 

“Anticipation and Adaptation: How the 

Oldest-Old Navigate Increased Cost-

Sharing.” 日本経済学会 2026年度春季

大会（大阪公立大学）, 2026.5.23. 

 

H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含

む) 

1．特許取得 

特に無し。 

 

2．実用新案登録 

特に無し。 

 

3．その他 

特に無し。 
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表 1 記述統計量（単身＋複数） 
 (1) (2) (3) (4) 

 総計 対照群 処置群 Diff.=(3)-(2) 

男性ダミー 0.57 0.51 0.58 0.07*** 

 (0.50) (0.50) (0.49)  

年齢 81.65 81.47 81.69 0.22*** 

 (4.91) (4.87) (4.92)  
所得（100万円） 2.97 2.76 3.03 0.27*** 

 (0.59) (0.52) (0.60)  
     

医療利用率 0.83 0.82 0.84 0.01*** 

    入院 0.04 0.04 0.04 0.00** 

    外来 0.78 0.77 0.78 0.01*** 

    歯科 0.22 0.20 0.23 0.03*** 

    調剤 0.64 0.63 0.65 0.01*** 
     

医療費月額 (千円) 60.59 58.42 61.12 2.70*** 

 (191.60) (187.05) (192.69)  
    入院 25.42 24.81 25.57 0.76** 

 (177.94) (174.58) (178.75)  
    外来 20.20 19.30 20.41 1.11*** 

 (56.56) (52.78) (57.44)  
    歯科 3.30 3.04 3.36 0.32*** 

 (12.12) (11.16) (12.35)  
    調剤 11.18 10.84 11.27 0.43*** 

 (32.81) (31.36) (33.15)  
     

観測数 1,549,144 304,210 1,244,934  

注：表 1は、政策通知の 1か月前における、適用される所得閾値の前後 50万円のバンド幅に含まれる分析サンプルの記

述統計を示している。サンプルには、単身世帯（閾値 200万円）および複数人世帯（閾値 320万円）の両方が含まれてお

り、所得はそれぞれの閾値に対して正規化（標準化）されている。対象は、所得区分が「一般所得層」と認定された 75歳以

上の個人である。医療費は千円単位で報告し、医療利用率は当該月に各医療サービスを利用した個人の割合を示してい

る。対照群は正規化された所得が 0未満（自己負担割合 10%）、処置群は 0以上（自己負担割合 20%）の個人で構成さ

れる。連続変数については、括弧内に標準偏差を示している。差の統計的有意性は、*** p<0.01、** p<0.05 で示す。 
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図 1-1 所得と窓口負担割合の関係（単身＋複数） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2022年 10

月時点のデータを使用。縦軸は窓口負担割合が 2割の被保険者の割合。横軸は、単身世帯については 200万円、

複数世帯については 320万円を 0と標準化して、所得 1万円の幅ごとに 2割負担被保険者割合を計算した。 

 

 

 

図 1-2 所得と窓口負担割合の関係（単身） 

注： 課税所得が 150万円以上 250万円未満の単身世帯の 2022年 10月時点のデータを使用。縦軸は窓口負担割合が

2割の被保険者の割合で横軸は所得。所得 1万円の幅ごとに 2割負担被保険者割合を計算した。 
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図 1-3 所得と窓口負担割合の関係（複数） 

注：課税所得が 270万円以上 370万円以下の複数世帯の 2022年 10月時点のデータを使用。縦軸は窓口負担割合

が 2割の被保険者の割合で横軸は所得。所得 1万円の幅ごとに 2割負担被保険者割合を計算した。 
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(a) 平均年齢     （b） 女性比率 

 

(c) 単身世帯率    （d）給与所得者比率 

 

（e） 平均年金額 

図 2-1 所得閾値近傍付近での個人属性の連続性の検証（単身＋複数） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2022年 10

月時点のデータを使用。縦軸は、左上から順に年齢、女性比率、単身世帯比率、給与所得者比率、平均年金額である。

横軸は単身世帯については 200万円、複数世帯については 320万円を 0 と標準化した所得。 
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(a) 単身+複数     （b）単身世帯 

 

(c) 複数世帯 

図 2-2 所得閾値近傍付近での患者のヒストグラム 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2022年 10

月時点のデータを使用。横軸は単身世帯については 200万円、複数世帯については 320万円を 0 と標準化した所得。 
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図 3-1 RDD-EVENT STUDY分析（単身＋複数、医療費月額の対数値） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 

 

 

 

図 3-2 RDD-EVENT STUDY分析（単身＋複数、医療費月額・受診日数・1日当たり単価） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 
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図 3-3 RDD-EVENT STUDY分析（単身＋複数、受診確率） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は受診確率。点は点推定値を処置群の通知前平均値で除し 100を乗じた変

化率(%)、棒は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 

 

 

 

図 3-4 RDD-EVENT STUDY分析（単身＋複数、医療費月額対数値 versus医療費月額） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)(赤)もしく

は推定値を処置群の通知前平均値で除し 100を乗じた変化率(%)、棒は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間

の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 
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(a) 医科外来、調剤、歯科    (b)医科入院 

図 3-5 RDD-EVENT STUDY分析（単身＋複数、診療種別） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 

 

 

 

図 3-6 RDD分析（単身＋複数、15か月死亡率） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は 2022年 10月から 2023年 12月（15か月）の死亡率。点は点推定値、棒

は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 
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図 3-7 所得閾値近傍付近での死亡率の連続性の検証（単身＋複数） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2022年 10

月時点のデータを使用。縦軸は 2022年 10月から 2023年 12月（15か月）の死亡率。横軸は単身世帯については 200

万円、複数世帯については 320万円を 0 と標準化した所得。 

 

 

図 4-1 RDD-EVENT STUDY分析（単身、医療費月額の対数値） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。 
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図 4-2 RDD-EVENT STUDY分析（単身、受診確率） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は受診確率。点は点推定値を処置群の通知前平均値で除し 100を乗じた変

化率(%)、棒は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用

いるサブサンプルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したもの

である。T1、T2、T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 

 

 

図 4-3 RDD-EVENT STUDY分析（単身、受診日数） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用いるサブサンプ

ルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したものである。T1、T2、

T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 
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図 5-1 RDD-EVENT STUDY分析（複数、医療費月額の対数値） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用いるサブサンプ

ルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したものである。T1、T2、

T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 

 

図 5-2 RDD-EVENT STUDY分析（複数、外来医療費月額の対数値） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用いるサブサンプ

ルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したものである。T1、T2、

T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 
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図 5-3 RDD-EVENT STUDY分析（複数、受診日数） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額の対数値。点は点推定値に 100を乗じた変化率(%)、棒は

95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用いるサブサンプ

ルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したものである。T1、T2、

T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 

 

 

図 5-4 RDD-EVENT STUDY分析（複数、外来受診確率） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は受診確率。点は点推定値を処置群の通知前平均値で除し 100を乗じた変

化率(%)、棒は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析に用

いるサブサンプルは、2022年 7月以前の平均受診日数（個人単位）の 3分位点に基づいて全サンプルを 3分割したもの

である。T1、T2、T3はそれぞれ受診日数の下位、中位、上位グループを示す。 
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(a) 医療費月額対数値 (Intensive margin) 

 

（b）医療サービス利用確率 (Extensive margin) 

図 6 RDD-EVENT STUDY分析（単身+複数、通知以前平均受診状況別） 

注：課税所得が単身世帯で 150万円以上 250万円以下、複数世帯で 270万円以上 370万円以下の世帯の 2021年

11−2023年 12月時点のデータを使用。縦軸は医療費月額対数値と受診確率。前者の場合、点は、点推定値に 100を乗

じた変化率(%)、後者の場合、点は点推定値を処置群の通知前平均値で除し 100を乗じた変化率(%)であり、それぞれの

棒は 95%信頼区間を表している。標準誤差は個人間の誤差項の相関に頑健な標準誤差を計算した。分析サブサンプル

は以下の通り。(1) 2022年 7月以前に月額医療費が 576,000円以上の観測を高額療養費制度対象と定義。(2) 同期間に

一度でも同制度対象となった患者を「Kouryo」群とする。(3) それ以外の患者を、2022年 7月以前の平均受診日数（個人

単位）の 3分位に基づき、下位（T1）、中位（T2）、上位（T3）の 3グループに分割した。図中の注の括弧内の数値は処置群

の通知以前の平均医療費月額(パネル(a))と受診確率(パネル(b))である。 
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                              機関名   学校法人早稲田大学 
 

                      所属研究機関長 職 名   政治経済学術院長 
                                                                                      
                              氏 名  鎮目 雅人    

    次の職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  令和７年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業））                                         

２．研究課題名 現代の受療行動に対応した「長瀬効果」の検証のための実証証究（25CA2025）                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 早稲田大学 政治経済学術院・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 野口 晴子・ノグチ ハルコ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 3月 31日 
厚生労働大臣 殿 
                              機関名   学校法人早稲田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   人間科学学術長 
                                                                                      
                              氏 名  扇原 淳    

    次の職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  令和７年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業））                                         

２．研究課題名 現代の受療行動に対応した「長瀬効果」の検証のための実証証究（25CA2025）                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 早稲田大学 人間科学学術院・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 川村 顕・カワムラ アキラ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 3月 31日 
厚生労働大臣 殿 
                              機関名   学校法人早稲田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   商学学術長 
                                                                                      
                              氏 名  横山  将義    

    次の職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  令和７年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業））                                         

２．研究課題名 現代の受療行動に対応した「長瀬効果」の検証のための実証証究（25CA2025）                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 早稲田大学 商学学術院・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 富 蓉・フ ヨウ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2026年 3月 31日 
厚生労働大臣 殿 
                              機関名   学校法人早稲田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名   教育・総合科学学術院長 
                                                                                      
                              氏 名  箸本 健二  

    次の職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  令和７年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推

進研究事業））                                         

２．研究課題名 現代の受療行動に対応した「長瀬効果」の検証のための実証証究（25CA2025）                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 早稲田大学 教育・総合科学学術院・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 及川 雅斗・オイカワ マサト                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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